（別紙１）
既設の社会福祉法人が借地により特別養護老人ホームを整備する理由書
既設の社会福祉法人が借地により特別養護老人ホームを整備することが認められる場合は、以下の１～４のすべての条件を満たし、かつ５～６に記載された理由が合理的であると認められる場合に限る。

	
	
	確認欄
（○）

	１
	建設予定地が都市計画区域内の用途地域指定のある地域であること。
	

	２
	期間３０年以上の借地権の設定登記又はその確約が取れていること。
	

	３
	当該法人の理事長又は報酬を受けている役員等からの賃借でないこと。
	

	４
	借地契約額は、当該借地の固定資産税相当額及び維持管理に必要な額以下であること。
	


	５　土地の代替性がない理由

	

	６　所有権を取得できない理由

	


※各項目について証明できる書類等参考資料を添付すること。
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